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3総括セ ンター設置以来3年 が経過 した。 この間、先端科学技術講演会、技術研修

会やセンターセ ミナー等の各種講演会 の開催、ニュースの発刊等を継続 して き

た。また、本年度からは、民間企業の技術者のための実習を取 り入れた 「高度

技術研修」、九州地区の大学お よび公設試験機関の技術 シーズを中小企業 の方

に紹介 して技術移転を図ることを目的 とした 一産学官技術交流事業」の開催が、

センター活動の一環 として行われた。更に、地域社会の要請をセンター活動に

積極的に取 り入れるための福岡県や九州通商産業局 との定期的会合 も定着 し、

当初構想 したセンター活動は曲が りな りにも、軌道に乗 った と総括で きるであ

ろう。

また、本年度の4月 には、待望 のセ ンター棟 が竣工 し、センタープロジェク

トが本格的に開始 されている。平成9年 度 か らは、 セ ンター大型実験室の全室

が、九州大学 と民間企業 との共同研究の実施場所 として利用 される。

しか し、前回の総括で も述べた様に、「センターが出来 る以前 と設置以降で

は、本学 と社会の連携が質的に異なった」 とい う目的に向けては、まだまだ充

分 とは言い難い。その意味 から、1.産 学官交流 の学 内組織 の充実、2.リ エゾン

オフ ィス機能 の整備、 が今後のセンター活動に不可欠である。更に、九州管内

の国公設試験機関や他センターとのネ ッ トワーク化 の充実 も必要である。

以上 を今後 の課題 として、センター関係者一一同努力 して参 りたい。 そのため

に、以下の事項を概算要求 して実現を目指 したい。

3.1定 員 増

センター設置 と同時に、助教授1、 助手1、 客員教授3の 定員が措置 され、

以後、積極 的 な産業界 との研究協力を推進 している。 これ らの業務 に加 えて、

本センターでは、 プロジェク ト研究を進める際に、産業界側研究者、大学側研

究者に加 えてセンター自らも各研究プロジェク トに研究者 を投入 し、研究の積

極的推進を図ることをセンターの将来像 としている。また、本センターは、九

州地区の国立大学に設置 されている 「地域共同研究センター」間の協力の中心

的役割を果たす ことが期待 されている。 このような九州地区における産官学交

流の拠点センター として機能を持たせるためには、センターの定員増がぜひ と

も必要である。 この将来構想を現実の もの とすべ く、当面は教授1人 、助手1

人、技官1人 の定員増 加措置 を要望 してい る。

3.2運 営 費

セ ンター 設 立 当 初 は専 用 の建 物 が な か った ことか ら、 学 内 の他 施 設 の部 屋 を

借 用 して活 動 を展 開 して来 た 。幸 い に、 平 成7年 度 に2,000㎡ の セ ン タ ー 専 用

の建 物 が認 め られ 、平 成8年4月 に建 物 が竣 工 した。セ ンタ ー棟 に は、約200㎡



のク ラス1,000の ク リー ンル ー ム と約130㎡ の5つ の大型 実 験 室 が設 置 され る。

これ に伴 い、 多額 の光 熱 水 料 費 が見 込 まれ 、現 在 予算 措置 され て い る運 営 費 で

は セ ン ター の円滑 な運 営 を実 施 す るの は不 可 能 な状 況 に あ る。 そ のた め、 運営

費 の増 額 を要 求 して い る。

3.3設 備

本センターが将来構想に沿って十分にその役割 ・機能を果たすには、共同研

究に必要な基本的な設備を整備す ることが必要である。 そのような設備 として

は、九州地区の民間企業で活発な研究が行われ、 日本 ・世界を リー ドする成果

が期待 される材料関係の諸設備 と、それ らの機能性 を評価する設備 を設置する

計画である(現 状 で の設置機器 を附録5に 収録 してい る)。

本 センターで は、"複 数教官 と複数企業 に よるプ ロジェク ト研究の企画 ・実

施"を セ ンター の活動 の大 きな柱 の1つ に掲 げてい る。企業 の研 究動 向や大学

研究者の研究動向や研究成果 を積極的に調査 ・集約の上、立案 したい くつかの

テーマに参加す る教官 ・参加企業を募 り、複数教官 と複数企業によるプロジェ

ク ト研究を企画 し、センターではこのプロジェク ト研究を優先的に実施 しよう

と構想 している。 このプロジェク ト研究 として、 「表面機能化 に よる材料 の新

しい物理的および化学的機能発現法」に関す る研究を平成8年 度 か ら実施 して

い る。 このた めにも、材料関係の諸設備が必要であ り、表面加工、堆積、改質

に必要 な(1)表面構 造形成 システム、表面反応お よびその反応の気相状態の実時

間変化の観測に必要 な(2)表面反応観測 システム、形成 され た表面の構造解析 に

必要な(3)表面構 造解析 システ ム、表面 の機能検証に必要な(4)表面機能評 価 シス

テム、 か ら構成 された 「機能化表面構造制御 システム」を要求 している。


